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Yoshiyuki Ohsakaya and Hiroshi Yokoyama 
The purpose of七hisstudy is to find七hebasic informa七ionwhich is 
required to build the environmen七a1evalua七ionsystem. The system includes 
some formulas which estimate the district-scale environmental conditions 
Through the mul七ipulregression analysis， we formulate七herela七ionship
between the environmen七a1conditions and land use data. The former are 
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サンプノレ数n=12 単相関係数 r=0.836 
また，図ー 2は騒音レベノレと騒音のうるささの関係
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① 騒音影響(騒音全体)の 7 イナス評価者割合Y









※ Y が平均評価値の場合，同じ説明変数で r~0.762
② 道路交通騒音のマイナス評価者割合 (Y)






重相関係数 r~ 0.785 回帰式の F値~ 10.7栄養特
妓 Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.802 
③ 工場騒音のマイナス評価者割合 (y)
y ~ 1.28Xl + 0.457X2 + 0.34 
t 値(5.06発**) (5.5日時株) (0.24) 
Xl・地区棟数率(工業・運輸) % 
X2・特定工場数(総数〕
童相関係数 r~ 0.951 回帰式の F値~ 99.0*** 
液 Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.950 
@ 駐車場騒音のマイナス評価者割合 (Y)
Yニー0.18Xl+1.01X2+ 27.28 
t値(ー 1.65) ( 4.67 *桝) (2.92**長)
Xl 地区棟数率(住宅〕 箔
X2 道路延長率(16m以上) % 
重相関係数 r~ 0.866 回帰式のF値ニ 31.5長柑
※ Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.875 
⑤ 商庖騒音のマイナス評価者割合 (Y)
y ~ 0.91 Xl - 0.15 X2 + 9.72 
t値(5.84焚時) (ー 2.68**) (1.98*) 
Xl 地区棟数率(商業系) % 
X2 地区土地利用率(住宅%
重相関係数 r~ 0.909 回帰式の F値~ 49.9養柑
※Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.934 
@ 隣近所の家からの騒音のマイナス評価者割合Y




X3 道路率 % 
X4 用途別棟数率(作業所併用住宅) % 
重相関係数 r~ 0.735 回帰式の F値~ 5.57*柑
















重相関係数 r~ 0.817 回帰式の F値~ 21.0持制
※ Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.837 
cf.悪臭影響についてダミー変数を使ってマイナス評
価者割合を推計する式を検討すると次式となる。
Y ~ 0.88Xl + 0.318X2 + 5.4 D + 6.05 
t値 (2.56長持) (2.76持特) (1.82吋 (2.01吋
Xl 地区棟数率(工業・運輸・作業所) % 
X2・特定工場数(総数)
D ダミー変数 (仙台~ 1 ，浜松~ 0) 
重相関係数 r~ 0.844 回帰式の F値~ 16.7**勢
② 工場悪臭のマイナス評価者割合 (Y)
Y ~ 1.31Xl + 0.302 X2 -2.92 
t値 (5.31勢**) (3.39相時) (ー1.97勢)
Xl 地区棟数率(工業・運輸・作業所) % 
X2 :特定工場数〔総数)
重相関係数 r~ 0.937 回帰式の F値~ 75.5相時
様 Yが平均評価値の場合a 閉じ説明変数で r~0.925
③ 自動車排気ガス悪臭のマイナス評価者割合 (Y)
Y ~ 0.13Xl -0.46X2 + 0.36X3 + 56.6 
t値(1.05) (-2.50**) (2.33州 (3.78柑勢)
Xl・地区道路延長率 (4m未満) % 
X2 地区棟数率(住宅) 言語
X3・拡大地区土地利用率(商業) 声高
重相関係数 r~ 0.850 回帰式の F値~ 19.3州勢
※ Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.837 
@ 飲食庖からの悪臭のマイナス評価者割合 (Y)
Y ~ 0.33Xl -0.19 X2十 0.53X3十 11.99
t値 (3.47栄養恭)(-4.95持勢) (2.53栄養) ( 2.74柑〕
Xl ・地区道路率 % 
X2 地区棟数率(住宅) 必
X3 地区棟数率(商業娯楽施設) 必
重相関係数 r~0.911 回帰式の F値~ 32.5*柑













童相関係数 r~ 0.790 回帰式の F値~ 17五時株
※ Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.814 
② 意識日照時間 5時間未満(冬至 4時間未満)と回
答した者の割合 (Y)
Y ~ -9.48Xl + 1.231 X2 + 23.4 
tJ直 (-3.39持掛け(7.09勢勢勢) (1.82*) 
Xl 平均畳数
X2 地区棟数密度 (棟/ha)





Y ~-3.28Xl + 0.406X2 -0.IIX3 + 17.08 




重相関係数 r~ 0.925 回帰式の F値~ 39.8州勢
目提 Yが平均評価値の場合a 同じ説明変数で r~ 0.818 
② 空気の汚れのマイナス評価者割合 (Y)
Y ~ 0.36Xl +0.54X2 + 0.43X3+3.68X4 + 2.62 





重相関係数 r~ 0.874 回帰式の F値~ 15.4州勢
※ Yが平均評価値の場合，同じ説明変数で r~ 0.861 
③ 振動のマイナス評価者割合 (Y)






重相関係数 r~ 0.770 回帰式の F値~ 9.71梢発
※ Y が平均評価値の場合，同じ説明変数で r~0.756
5 地区環境診断法の考え方の検討
地区環境診断法における地区環境度の推計式の位置
づけを明確にするとともに，市街地全域の地区環境診
断を行うために以下の項目について検討した。
(1) 診断の目的
市街地全域を対象として，各地区のマクロ的な環境
診断を行い，環境上問題地区を抽出する乙とを目的と
する。即ち，環境整備に関する詳細調査の実施地区，
環境整備計画の策定地区，事業実施地区の候補地区の
選定に使えるものとする。
(2) 適用都市と適用地域
人口 30-100万人の地方中核都市の市街地 (DID
または既成市街地)において適用する。
地区環境整備に係る調査，計画，事業の必要性
土地利用データの作成
地区の類型化
ヒ乙
類型化を受けた代表地区選定
居住者の環境意識調査
地区環境度の推計式
全地区の地区環境度の推計
環境上問題地区の抽出
問題地区の問題点(悪い項目)，要因，整備課題の
整理，詳細調査の指針
図 4 地区環境診断の手順
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(3) 地区の空間スケー Jレ
地方中核都市における地区データの整備状況から，
地区は町丁目を標準とする。大きさとしては， 20-30 
ha程度とする。メッシュデータが整備されている都市
においては 500mメッンユ， apち，面積25haをもって
地区と考えるものとする。
(4) 土地利用テ タ
データについては，池区スケー Jレで多種多様なデー
タが得られることが望ましいが，地区環境度を推計す
るため，次のものを作成，整備する乙とが診断を行う
前提となる。データは，国勢調査，都市計画基礎調査
及び固定資産税課税台帳から得られるものを中心に作
成するものとする。
① 都市内における地区の位置づけ
② 土地利用形態指標
③ 土地利用密度指標
④ 地区活動指標
@ 居住水準指標
(5) 地区環境度の推計
都市1:よって地区デ タの整備状況が異なることか
らa 推計式は地区環境診断を行う都市で環境意識調査
を行って作成するものとする。地区環境度の推計式は
土地利用デ タの l次結合式を基本とする。
(6) 地区環境診断の手順(図-4) 
6 おわりに
本稿においては各種環境項目，環境要素のうち，騒
音，悪臭などの公害項目による環境阻害や日照や風通
しの阻害を中心K考察し a 土地利用データから地区の
環境状態を地区のマイナス評価者割合を評価尺度とし
て推計する式を検討した。また，こうした考え方を拡
張した『地区環境診断法』のフレームを検討した。
しかし，環境の評価は騒音，日照などの項目だけで
なく，利便性などの他の環境項目との兼合いで行う必
要がある。都市においてどの環境項目についても良い
評価が得られる乙とは理想であるが，現実1:は利便性
を優先すれば，騒音はある程度我慢せざるを得ないと
いうようなトレードオフの関係がみられる。本研究の
居住者の環境意識調査の中にも，買物の便，交通の便
や緑の豊かさなどについての設問が含まれている。地
区環境診断法における評価基準の設定1<:あたっては，
環境項目聞のトレードオフ関係などを考慮していく ζ
とが重要と恩われる。
